
よろしくお願いします。 
By:かつおちゃん 



既存統計資料に基づいた都道府県がん対策推進計画の見直し 
 平成２４年７月２０日（金）天満研修センター 

  がん患者の就労支援を考える 

  障がい者雇用促進事業から 

    大阪府商工労働部 雇用推進室 雇用対策課 
    障がい者雇用促進グループ  森 元 一 徳 



私のサポーターの紹介 

   企業応援隊第一隊長 

   寺 浦 謙 三 
 

 

   目覚めた女 

   星 野 朱 美 



今日お伝えしたいこと 

障がい者雇用はまだまだの状況である。 

 

でも、がん患者・家族の就労支援はもっ
と進んでいないのでは。 

 

障がい者雇用促進施策をご紹介
し、少しでも参考にしていただ
だけらばと思っています。 



法 令 等 を 見 て み る 
（制度構築は類似） 

○ 法 律 

 ◆がん対策 

   がん対策基本法（平成１９年４月１日施行） 

    がん対策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

 ◆障がい者雇用促進 

   障害者の雇用の促進等に関する法律 

                （昭和３５年７月２５日施行） 

     障害者の職業の安定を図ることを目的とする。 
 

○ 計 画 

 ◆がん対策（根拠：がん対策基本法） 

    がん対策推進計画 

     政府は、がん対策の推進に関する基本的な計画を策定 

    都道府県がん対策推進計画 

     都道府県は、がん対策の推進に関する計画を策定 



 ◆障がい者雇用促進（根拠：障害者基本法 昭和４５年５月２１日施行） 

    障害者基本計画（平成１５年度から平成２４年度までの１０年間） 

     政府は、障害者のための施策に関する基本的な計画を策定 
 

    都道府県障害者計画（平成１５年度から） 

             （第４次：平成２４年度から平成３３年度） 

     都道府県における障害者の状況等を踏まえ障害者のため 

     の施策に関する基本的な計画を策定 
 

    市町村障害者計画 

     市町村における障害者の状況等を踏まえ障害者のための 

     施策に関する基本的な計画を策定 

 

○ 条 例 

 ◆がん対策 

   大阪府がん対策推進条例（平成２３年４月１日施行） 

 ◆障がい者雇用促進 

   大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例 

       （ハートフル条例）（平成２２年４月１日施行）  



就労支援における相違点 
◆がん対策 
 ・がん対策基本法 

   就労支援の規定はない。 

 ・がん対策推進基本計画 

   がん患者の就労を含めた社会的な問題として位置づけ 

 ・大阪府がん対策推進条例（第１６条（３）） 

   がん患者及びその家族等の就労に関し必要な支援 

◆障がい者雇用促進 
 ・障害者の雇用の促進等に関する法律 

   第４３条 一般事業主の雇用義務規定あり。 

                   （法定雇用率の設定） 

   第５３条 障害者雇用納付金の徴収及び納付義務 

 ・大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例 

   第３章 府と関係がある事業主の障がい者の雇用義務 

 ・大阪府障がい者計画 

   ハートフル条例に基づき障がい者雇用の促進 



○条例：ここが違う 

  大阪府がん対策推進条例 

   行政も積極的に参画したが、議員 

   立法でできたもの。 
 

  大阪府障害者の雇用の促進等と就労  

  の支援に関する条例 

   行政が制定 

   商工労働部と福祉部、教育委員会 

   の３者が共管している条例。 

   連携が密 
         



２１年度 ２２年度 ２３年度 

実雇用率 

全 国 １．６３％ １．６８％ １・６５％ 

大阪府 
１．６０％ 

（３２位） 

１．６７％ 

（３０位） 

１．６３％ 

（２９位） 

達成割合 

全 国 ４５．５％ ４７．０％ ４５．３％ 

大阪府 
４２．９％ 

（４５位） 

４４．５％ 

（４５位） 

４３．８％ 

（４３位） 

民間事業主における障がい者の雇用状況の推移 

                （各年度６月１日現在） 

【目標】 

  ○中期目標：平成２５年６月１日現在で法定雇用率達成割 

        合を５０％に 

  ○最終目標：実雇用率１．８％を達成し、実雇用率で全国 

        １位を目指す 

障がい者雇用の現状 



具体的な取組み（主な支援機関） 
○ ハローワーク（公共職業安定所）府内１６か所 

 ◇職業相談・職業紹介 

 ◇障害者向け求人の確保 

 ◇雇用率達成指導 

 ◇雇用率達成指導と結びつけた職業紹介 

 ◇職場定着・継続雇用の支援 
○ 地域障害者職業センター（府内１か所、支所１か所） 

 ◇職業評価（職業能力等を評価し、個人の状況に応じた支援計画の策定） 

 ◇職業指導（適切な職業選択と安定して働き続けるための相談・助言） 

 ◇職業準備支援（センター内での作業支援、知識習得支援社会生活支援） 

 ◇職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援 

○ 障害者就業・生活支援センター 

 ◇就業面での支援 
  ①就職に向けた準備支援（職業訓練、職場実習の斡旋） 
  ②職場活動の支援 
  ③職場定着に向けた支援 
  ④障害のある方それぞれの障害特性を踏まえた雇用管理についての事業 
   所にする助言 



 ◇生活面での支援 
  ①生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等の日常生活の自己管 
   理に関する助言 
  ②住居、年金、余暇活動など地域生活、生活設計に関する助言 
  ③関係機関との連絡調整   



（ＮＰＯ）豊中市障害者就労雇用 
      支援センター 

（社福）明日葉 

（ＮＰＯ）堺市障害者就労促進協会 

（ＮＰＯ）チャレンジ・ 
                 ネットいづみ 

（ＮＰＯ）あいむ 

（ＮＰＯ）ほっぷ 

（社福）であい共生会 

（社福）光輝会 

（社福）大阪手をつな   
              ぐ育成会 

（社福）東大阪市社会 
              福祉事業団 

（社福）信貴福祉会 

（社福）ふたかみ福祉会 

（社福）大阪府障害者福    
              祉事業団 

（財）箕面市障害者事業団 

（社福）摂津市社会福祉事業団 

（社福）ぷくぷく福祉会 

（社福）花の会 

（社福）大阪市障害者福祉・ 
              スポーツ協会 

障害者就業・生活支援センター 一覧 
１８か所 







具体的な取組み（主な助成金） 
○ 特定求職者雇用開発助成金 

 ・対 象：新たな障がい者を雇入れた事業主 

 ・助成額：１年／３０万円～２年／２４０万円 
 

○ 試行雇用奨励金（トライアル雇用奨励金） 

 ・対 象：障がい者を短期間（原則３か月）の試行雇用として雇入 

      れた事業主 

 ・助成額：雇入れたい障がい者１人当たり４万円 
 

○ 障がい者初回雇用奨励金 

 ・対 象：初めて障がい者を雇入れた中小企業事業主 
 ・助成額：１人目の障がい者を雇用する場合１００万円 
 
○ 障がい者介助等助成金、重度障がい者等通勤対策助成金 
 ・対 象：重度身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者又は通 
      勤が特に困難と認められる身体障がい者雇入れるか継続 
      して雇用する事業主 
 ・助成額：支給期間、支給額は内容に応じて 



大阪府独自の取組み 
（障がい者雇用日本一を目指す取組み） 

○ ハートフル条例による雇用率達成に向けた誘導 

 ①府との契約等（契約、補助金、公の施設の指定管理）がある企 

  業から雇用状況報告書の提出を求める。 

 ②未達成の場合は雇入れ計画の提出を求める。 

 ③未達成の場合は氏名等公表（事業主の責めに帰すべき重大な 

               由による場合） 

 ④審議会の審議を経た後、知事の決定を得て、制限措置の実施 

   （一定期間の入札参加停止、補助金交付申請制限等の措置） 

○障がい者雇用促進センターによる事業主へのサポート 

               （平成２１年１０月３０日設置） 

 ・「雇入れ計画」の達成に向けた事業主への指導・支援 

 ・府内外企業への特例子会社設立等の働きかけ 

 ・障がい者雇用をしようとする企業へのアドバイスや専門家の派 

  遣 

 ・事業主と職業訓練生や支援学校生徒、福祉施設利用者等との 

  マッチング 



○ハートフル基金による働きやすい職場環境づくり支援 

 ・ハートフル企業チャレンジ応援賞（２４年度創設）を受賞した 

  企業の中から要件を満たしている企業に対しチャレンジ応援事 

  業補助金を助成する 

   補助金額：上限１２０万円  補助率：４分の３以内 

 

○ハートフル税制による障がい者の雇用機会の維持・拡大支援 

 大阪府障害者の雇用の促進及び職業の安定に係る法人の事業税の 

 税率等の特例に関する条例（平成２２年４月１日施行） 

  ①新規設立の「特例子会社」「重度障がい者多数雇用企業」へ 

   の減税 

   ・税 目：法人事業税 

   ・軽減率：１０分の９ 

   ・認定日の翌年度から５年間 

  ②法定雇用率を上回って障がい者を雇用する中小企業への減税 

   ・税 目：法人事業税 

   ・軽減率：１０分の９（軽減額に上限あり） 

 



課題と対応策 
 

 

 

 

 ・・・・・・・・・・・・・・・ 



課題と対応策 
○入り口、中途 

 ・障がい者⇒入り口で 

 ・がん患者⇒中途 

   国の計画：依頼退職３０％、解雇３％ 

   ⇒周知をどうするのか。特に企業 

 

○横のつながり 

  障がい者は、福祉、教育、労働と連携し 

  ている。 

   ⇒行政の中だけではあきません。 

    企業や民間団体と（例えば・・・） 



ご静聴ありがとうございました。 


